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内容の要旨及び審査の結果の要旨 
1 本論文の課題設定と研究史における位置 
本論文は，日本の戦時期における女性の労務動員に関して以下の三点について課題設定している．
第一に，女性労働者の階層と既婚・未婚の別にみたその多様性と，そこから生じる彼女たちの戦時
労務動員に対する態度の相違はどのようなものであったか．第二に，そうした多様性をもつ女性た
ちを労務動員するにあたって政府が講じた政策とそれへの対応を求められた使用者の労務管理の特
徴はいかなるものであったか．第三に，戦時期の女性労働者の多様性に着目した研究者や女性指導
者の分析や主張はどのようなものであったか．という視角から，多様性をもつ女性の戦時労務動員
の全体状況を把握することを目的としている． 
筆者は，この課題に関わる先行研究を，（1）女子労務管理に関する研究，（2）妊娠，出産，育
児期の女性労働者に関する研究，（3）母子保護法に関する研究，（4）産業報国会の女性指導者に
関する研究の 4 つに分類し，多くの先行研究を検証しながら本論文の研究史上の位置づけと課題設
定をおこなっている． 
筆者が課題の設定に当たって大きな影響を受けたのは「唯一と言っても過言ではない体系的な研
究」とする佐藤千登勢（2003）『軍需産業と女性労働――第二次世界大戦下の日米比較』である．
ただし，それは，軍需産業としての航空機産業に焦点をあてて分析を行っているため，日本におけ
る労務動員の全体像を描こうとはしていないし，日本国内の女性労働者の多様性については，その
重要性を指摘しながらも議論を展開していない，という．つまり，戦時女性労務動員の全体像を，
しかも女性の多様性を包摂しながら，明らかにするという課題設定に本論文の独創性が見られる． 
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2 本論文の構成と概要 
本論文の構成は，以下の目次の通りである． 
序 章 本論文の意義と課題設定 
1 問題意識  
2 先行研究を通じてみる本論文の研究史上の意義  
3 本論文の課題設定と分析視角 
第 1章 戦時期に至るまでの女性労働者像 ――労働運動家と研究者の捉えた女性労働者の労働環境 
1 女性労働者の就業状況――妊娠，出産，育児と稼得労働との両立に着目して 
2 総同盟婦人部の労働運動家，赤松常子の視点を通して得る女性労働者像 
3 研究者たちの女性労働者の労働環境に関する研究蓄積 
第 2章 女性の労務動員のための政府の腐心の始まり 
――女性労働者の多様性に対する対応策としての「戦時女子労務管理研究」に焦点を当てて  
1 女性の労務動員開始に伴って生じた「戦時女子労務管理研究」の必要性 
2 労働科学研究所による「戦時女子労務管理研究」 
――古沢嘉夫の研究成果と労務動員の方針との関係性 
3 戦時期における女性労働研究史――戦時期以前の時期との連続性  
4 古沢嘉夫の指摘した女性労働者の多様性――妊娠，出産，育児期の女性の稼得労働 
第 3章 妊娠，出産，育児期の女性の家族内の役割において生じる葛藤 
1 労務動員における既婚女性の位置づけと労働環境 
2 救貧対策としての母子保護法の制度内容と制度運用に対する政府の方針 
――母親である女性に対して向けられた二重の期待 
3 女性労働者の稼得労働と育児の両立――戦時下の保育環境に着目して 
第 4章 顕在化する女性の労務動員への態度の多様性に対する対応策  
1 階層格差から生まれた女性労働者同士の軋轢 
2 賃金という側面からの女性労働者の多様性への対応 
3 女性労務動員の最終手段としての女性労働者の現員徴用 
第 5章 女性の労務動員に対する産業報国会の活動と女性指導者たちの主張との齟齬 
――家族内の役割において生じる女性労働者の葛藤に対する赤松常子の主張 
1 使用者側の反応に抵抗する産業報国会女性指導者 
2 未婚女性の労務動員に対する母親たちの懸念――産業報国会に求められた未婚女性への「生活指導」 
3 赤松常子の妊娠，出産，育児期の女性の稼得労働に対する主張 
終章 戦時期に至る前から敗戦後への連続性を捉える視点からみた戦時期の女性の労務動員 
1 本論文において明らかになったこと 
2 戦時期の女性の労務動員が敗戦後へ残したもの 
参考文献 
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以下では，本論文の章ごとの概要を述べる． 
序章では，筆者の問題意識として，女性労働のもつ意味は，歴史的に多義的に解釈されてきたこ
と，妊娠，出産は個人のリプロダクティブ・ヘルス／ライツとして保護されるべきものであること，
さらには少子化・人口問題との関連のみで出産・育児を捉えるべきではない，と筆者の立ち位置を
明確にしている．その上で，すでに述べたように，先行研究の系譜を 4 つに分類し，くわしく論じ
ている． 
（1）女子労務管理に関する研究では，田邉照子（1967）「戦時中の女子労務管理」を先駆的な研
究と評価し，男子の兵力としての動員と軍需産業の拡充に伴い労働力の需要が増大したことによっ
てダイリューションが起き，それに対応すべく政府が女子労務管理に対する指導を行うようになっ
たことをあきらかにしたことにその意義を見いだした．次に，廣崎真八郎（1967）『日本女子労務
管理史』を取りあげ，1937 年から 1945 年にかけて，「女子には全く新しき職場」が与えられ，こ
れが「労務管理に対しても幾多の問題を提起した」と論じている，と紹介している．さらに，足立
喜美子（1969）「戦時経済下の婦人労働者」は，戦時期における政府の女性労働に関する施策の中
で，「政府がもっとも気づかいをしながら展開させたものは勤労動員とみられる」と述べ，戦時期
に新たに労働力として引き出された女性が「いわゆる中産階級の子女」であった，と引用している． 
これらの 1960 年代の先行研究に対して，塩田咲子（1984）「戦時期日本の女子労働について」を
皮切りとする戦時日本の女子労働研究の新しい系譜を筆者は詳しく紹介し，特に戦時労務管理に関
わりの深かった労働科学研究所（現・公益財団法人大原記念労働科学研究所）の「実態調査の積み
重ねによる成果を根拠とした現実論」（塩田）と一括した評価に対して，同研究所の研究者の一人，
産婦人科の立場からの古沢嘉夫の研究をくわしく紹介している（第 2章 2および 4）． 
（2）妊娠，出産，育児期の女性労働者に関する研究では，戦時期に特異とされる未婚女子を中心
とする「女子挺身隊」と既婚女性の妊娠・出産・育児の状況を先行研究がどのように対比的に把握
されたかをあきらかにしている．「妊娠，出産，育児期の女性の労働と一口にいっても，その労働
実態は階層により大きく異なったことが予想される」という筆者の仮説が提示され，その結節点を
子育て・保育の実態にもとめている．関連する先行研究・資料として，「女子挺身隊」については，
齊藤勉（1997）『新聞にみる東京都女子挺身隊の記録』，入山洋子（2003）「総動員体制下におけ
る『勤労奉仕』」を取りあげ，既婚女性については，既出の田邉（1967）以外に，香野（1981）「太
平洋戦争下の婦人労務動員について（1）」，（1982）「太平洋戦争下の婦人労務動員について（2）」，
塩田（1984）（前出），（1986）「戦時期の女子労務管理――女子保護の背景」，早川（1993）『戦
時下の女たち――日本・ドイツ・イギリス』，板垣（2005）「農村」早川紀代編『戦争・暴力と女
性 2 軍国の女たち』，奥（2009）「戦時下日本の労務動員と政府宣伝――『写真週報』に描かれ
た女性労働」を列挙し，さらに布施晶子（1979a）「戦前の労働者家族の状態（上）――既婚の婦人
の就業を中心に」と（1979b）「戦前の労働者家族の状態（下）――既婚の婦人の就業を中心に」を
検討している． 
（3）母子保護法に関する研究では，小川政亮（1959）「健康保険と救護法の時代――米騒動後よ
  
－4－ 
  
り日中戦争期まで」を先駆的研究と位置づけ，重田（1963）「戦時下における公的扶助の動向」 ，
池田（1986）『日本社会福祉史』，土穴（1990）『社会政策制度史論――立法史的展開と政策体系
の分析』，永岡（2003）「日中戦争・太平洋戦争と戦時厚生事業」があるが，これらの研究では母
子保護法の概要が記されたに過ぎないと筆者はいう．それに対して，一番ヶ瀬康子（1968）「母子
保護法制定促進運動の社会的性格について――母子保護法制定史（一）」，今中保子（1980）「戦
前における母子保護法制定運動の歴史的意義――労働婦人問題との関連において」，小川政亮（1981）
「日中戦争拡大過程と社会保障立法」，鈴木裕子（1995）「解説」『日本女性運動資料集成 第 7
巻生活・労働Ⅳ 生活・労働現場での女性運動』，母子扶助法制定運動に携わった活動家の一人で
あった山高しげり（2001）『山高しげり―「母子福祉四十年」』，母子保護法の成立過程について
の今井小の実（2005）『社会福祉思想としての母性保護論争――"差異"をめぐる運動史』，副田あ
けみ（1983）「『母子一体』の歴史的変遷過程――大正・昭和時代の母親観，子ども観を探る」，
早川紀代（1991）「戦時期の母性論」，冨江直子（2001）「『翻案』される政策理念――児童政策
をめぐる政治過程の社会学的考察」等を取り上げている．このように多数の母子保護法に関する先
行研究に共通しているのは，その立法過程に関心が集中し．制定後の母子保護法の内容や，関連諸
法との関係性，問題点についての考察を行った研究が乏しいという．確かに，藤崎宏子（1983）「母
子保護事業調査」があるものの，この研究以降は，母子保護法の運用に関する研究の深化は見られ
ず，本論文が妊娠，出産，育児期の女性労働者の稼得労働と育児についての考察を深めるために，
母子保護法の制度内容と運用の実態について分析する課題を設定している． 
（4）産業報国会の女性指導者に関する研究では，戦時においてすべての労働組合が解散し，産業
報国会として再編成された時期の女性指導者に関する研究史を整理している．女性指導者について
着目した先行研究として，塩田（1984）（前出），大羽（1988）『男女雇用機会均等法前史――戦
後婦人労働史ノート』，佐藤（2003）（前出），Nakayama（2007）“Periodic Struggles：Menstruation 
Leave in Modern Japan”をあげ，戦前に労働運動家また産報女性指導者として女性労働者にかかわ
った赤松常子に関する先行研究として，阿部恒久・成田龍一（1982）「婦人運動の展開」，鈴木裕
子（1985）「＜解題＞総同盟婦人部の活動と『労働婦人』」他が参照されている． 
先行研究に関する詳細な記述の後に，序章 3 として本論文の課題設定と分析視角が述べられてい
るが，本報告書冒頭に示したとおりである． 
第 1 章は「戦時期に至るまでの女性労働者像――労働運動家と研究者の捉えた女性労働者の労働
環境」と題して,戦時期の女性の労務動員を分析するにあたり戦時期に至るまでの女性労働者像につ
いて以下のように論じている．1920 年と 1930 年の国勢調査では，男女とも最も多くが農業に従事
しており,1930 年においては農業に次いで女性が多く就業していたのは商業と工業の約 14％であっ
た．配偶関係についてみてみると,農業,水産業,鉱業,商業,其ノ他ノ有業者では,1920 年と変わらず
未婚女性に比して有配偶者の割合が多かった．このことは，第 2 章の「政府の腐心」の序曲となっ
ていく．つまり，未婚女子をいかに労働者として動員するか，という新たな課題の基礎となる． 
第 2章「女性の労務動員のための政府の腐心の始まり」では,労務動員が開始される前までは稼得
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労働を行っていなかった女性たちを労務動員するにあたり,稼得労働を忌避する未婚女性やその家
族と,一方で労働力の確保を行おうとする政府との間に生じた摩擦について述べている． 
1937 年の日中戦争の開始は本格的戦時経済への移行の契機となった．労働力需要の増大によって
男性熟練工の賃金が上昇すると,熟練工たちの出勤率の低下が問題となり,熟練工の確保が難しくな
る中の打開策として,女性を熟練工に代わる労働者として育成することが考えられた．さらに,戦争
の本格化・長期化によって,1943 年に「女子勤労動員ノ促進ニ関スル件」が発令され，「女子挺身
隊」の結成が勧奨された．稼得の必要性から働く女性たちは既に労働現場に出尽くしていたことか
ら,政府はそれまで労働を行っていなかった女性たちを新たな労働力として動員しようとした．女子
挺身隊は,そのような女性の中でも特に未婚女性を労務動員するためにとられた政策であった．ただ
し,これらの編成には未婚女性の父母の反対が強く,運用は難しいものであった．実際に未婚女性が
働く労働現場の環境改善は難しいことを理解していた政府当局が,女子挺身隊の導入にあたって重
要としたのは,家族の不安を払拭することであった．第 1 章にみたように繊維産業には女性労働者の
労務管理についての蓄積があったものの,重工業にはノウハウの蓄積がなく,このことが重工業での
労務管理研究を早急に進めなければならない要因となった．さまざまな担い手によって「戦時女子
労務管理研究」が盛んに行われるようになり,戦時期に至る前から女性労働研究を行っていた労働科
学研究所もその一翼を担う団体となった． 
古沢嘉夫の『婦人労務者保護』では,1939 年 10 月に発せられた「労務動員計画実施ニ伴フ女子労
務者ノ就職ニ関スル件」で明示された女子専用の施設のうち特に休憩場を,女性労働者の実態を踏ま
えてどのように実現させるべきかが研究され,古沢の研究内容は,その後の政府直営工場の指導方針
に取り入れられた．また古沢が産婦人科学的知見から主張した女性労働者の健康管理についての研
究内容は,「女子勤労管理講習会資料」や「女子挺身隊受入側措置要綱」に反映され,工場指導の方
針に組み入れられていったと考えられる． 
「戦時女子労務管理研究」はそれまで労働を行っていなかった未婚女性を軍需工場に労務動員する
ために,さまざまな担い手によって取り組まれるようになったものである．「人口政策確立要綱」の
もとで人口増産という目標を掲げる以上,既婚女性にはまず人口増産の役割が求められ,未婚女性の
労務動員が進められた．そのため,多くの「戦時女子労務管理研究」は未婚女性を対象に研究を行っ
た．ただし,戦時期に女性労働研究を行った者の中には,第 1 章にみたように戦時期に至る前から女
性労働研究に取り組んできた研究者たちも含まれていた．戦時期にはそれまでの延長線上に,生殖能
力の指標として月経の調査研究が続けられ,それらの調査は女性の健康状態を可視化した．女性労働
者の階層に着目し,女性労働者の労働環境と健康状態との関係性について研究しようという戦時期
に至る前からの問題意識は戦時期にも引き継がれていたといえる． 
そしてこの女性労働者の階層に着目するという視座は,古沢の『婦人労務者保護』にも確認するこ
とができた．古沢は労働力を提供しながらもその労働環境に配慮がなされることなく酷使されてい
た,既婚女性労働者に着目していた．労働運動の流れが断絶され健康に対する要求などは行動に移せ
なかった既婚女性たちのために行われた数少ない研究であったとみることができよう． 
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第 3 章 「妊娠，出産，育児期の女性の家族内の役割において生じる葛藤」では,人口増産の任務
を担うことが期待され，育児を行いながらも,同時に稼得労働も行わざるを得なかった女性たちに課
せられるという二重のの任務相互に生じた摩擦について論じている．第 2 章で述べたように古沢が
着目した既婚女性の労働環境について考察している．1941 年の労務動員計画には男性の代替労働力
として未婚女性を動員することが初めて明示された．未婚に限定された理由は,同年 1 月に政府は
「人口政策確立要綱」で,人口増産を目標として掲げており,既婚女性には子どもを産む母としての役
割を担ってもらわなければならなかったからである．既婚女性は法律や勅令等の法規範上は最後ま
で労働力の対象からははずされていたが．それはあくまで「生活に余裕のある層」の既婚女性だっ
たと考えられる．政府は,稼得労働を行わざるを得ない既婚女性を,あえて一連の勅令や法律におい
て明記せずとも働き続ける労働力として認識していたのである．重化学工業には都市出身の女性が
多く従事し,さらに繊維産業に比べ既婚女性が多かった．既婚女性の就いた仕事の作業内容は,未婚
女性に比べ重労働であり肉体的負担が大きかった．1943 年に戦時行政特例法が制定され，工場法戦
時特例措置がとられると,妊娠,出産期にあたる女性労働者に対する保護である産前・産後の休暇と
哺育時間のみとなった． 
戦時期には子どもを産み殖やすことに重きが置かれたのと同時に,家計も女性労働者の稼得によ
って支えられる状況となった．このような事態は貧困母子の救貧対策である母子保護法の運用に対
する政府の方針からも窺い知ることができる．母子保護法においては,その主たる目的を子どもの健
全な育成としながらも,労働能力を有する母親については稼得労働を要求していた．つまり,政府は
母親である女性に対して育児をすることと稼得労働を行うことの,二重の期待をしていたのである． 
この二重の期待に応えるためには，保育施設が必要であった．日本の保育所は，1938 年に社会事
業法による適用事業とされ,国庫補助の道が開かれるようになった．しかし,政府は保育所を急増さ
せたが,その運営を担保するような予算の確保がなされず，保育施設の急増に保母の数は追いつかず,
さらにスペースは確保されたとしても子育てに適した保育環境は整えられなかった．出産や育児に
ついての問題は改善されず,子どもをもつ女性労働者には未婚女性にはない労働生活の困難があっ
た． 
第 4章「顕在化する女性の労務動員への態度の多様性に対する対応策」においては,多様性のある
女性たちを労務動員することにより,労働現場において生じた女性同士の摩擦について分析してい
る．未婚女性を動員するためにとられた労務動員の方策として女子挺身隊の編成があったが円滑に
は行われなかった．そのため政府は,働くことを蔑視する観念を払拭しようと努めた．勤労報国隊や
女子挺身隊の結成に対しては,多くの配慮がなされていた．勤労報国隊や女子挺身隊ではなく,労務
動員が行われる以前から労働していた女性たちは当時「一般女子工員」,「常用工員」などと呼ばれ
ていた．この女性労働者たちと,勤労報国隊や女子挺身隊などの女性たちとの扱われ方の違いは著し
かった．待遇や作業に対して使用者側が差を設けたことから,職場では女子挺身隊と一般女子工員と
の軋轢も生じた．賃金については，重化学工業における女性の雇用が拡大すると,男性と女性が同一
もしくは類似した作業に従事する職場が生まれ,次第に性別を理由に賃金格差を設けることの正当
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性が問われるようになった．結局のところ男女同一労働同一賃金原則の実現はみなかったものの,
女性同士の賃金格差の是正が議論された．このように多様性のある女性たちを労務動員するために
さまざまな政策がとられたが,労働を忌避する女性を労務動員するための女子挺身隊の結成は政府
の思惑通りには進まなかった．その結果,従来からその工場の在籍者である一般女子工員が徴用され
る女子の「現員徴用」が開始された． 
第 5 章では「女性の労務動員に対する産業報国会の活動と女性指導者たちの主張との齟齬――家
族内の役割において生じる女性労働者の葛藤に対する赤松常子の主張」として,女性労働者の取り扱
われ方と男性労働者の取り扱われ方の間に生じた摩擦について論じている． 
戦時期において稼得の必要から働かざるを得なかった既婚女性労働者は,政府から特別な配慮を
されることがないまま,育児を行いながら稼得労働の責任を果たした．妊娠,出産,育児期の女性労働
者の労働状況を問題視した人物が赤松常子である．1939 年 10 月に発せられた「労務動員計画実施
ニ伴フ女子労務者ノ就職ニ関スル件」では,女性労働者の労務動員のために注力されたのはもともと
男性が行っていた作業を分割することにより,女性でも作業できるようにする工夫であり,女性の身
体への負担を軽くするということは,苛酷な労働環境に女性を動員するにあたり重要な取り組みで
もあった．しかし,大日本産業報国会中央本部厚生局生活指導部に参加した赤松たち女性指導者たち
は，「技術教育,職業教育指導」の重要さを説き,女性たちに簡易作業だけでなく,手に職となるよう
な技能を形成させることを求めた．女性が労働者として手に職をつけ,賃金を高めていけるような
「技術教育,職業教育指導」の要求は,女性の領域であると考えられていた「生活」という領域を超え
るものであった．そのため女性指導者たちの主張が実現することはなかった．さらには，女性労働
者の低賃金問題が解決することはなく,第 4 章にもみたように戦時期において男女同一労働同一賃
金原則が実現することはなかった． 
終章「戦時期に至る前から敗戦後への連続性を捉える視点からみた戦時期の女性の労務動員」で
は，序章で示された 3つの課題に本論文が明らかにしたことを次のようにまとめている．1つ目に，
戦時期には,稼得の必要性により労務動員の対象ではないにも拘らず稼得労働を行っていた女性が
存在した一方で,労務動員の対象とされてもそれに応じなかった女性も存在したことが明らかにな
った．2 つ目に,政府はそれまで稼得労働をおこなっていなかった女性のなかでも,特に未婚女性の
労務動員のための政策に終始し,使用者はその政策に従って労務管理を行った．一方で,政府は稼得
労働を行う女性の中でも,特に既婚女性には稼得労働と世代の再生産の二重の期待をかけていたこ
とが明らかになった．3つ目に,研究者や指導者たちが稼得労働と世代の再生産の両立を行う既婚女
性の労働環境の問題点を指摘したが,その主張が聞き入れられることはなく,労働環境の改善がなさ
れることはなかったことが明らかになった． 
 
3 本論文に対する評価 
以下では，本論文に対して，「経済学研究科博士学位審査に関する取扱要領」（2015 年 1 月 21
日）にもとづき，評価をおこなう． 
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第 1 に，本論文が課題として設定した①女性労働者の階層と既婚・未婚の別にみたその多様性と，
そこから生じる彼女たちの戦時労務動員に対する態度の相違はどのようなものであったか．②多様
性をもつ女性たちを労務動員するにあたって政府が講じた政策とそれへの対応を求められた使用者
の労務管理の特徴はいかなるものであったか．③戦時期の女性労働者の多様性に着目した研究者や
女性指導者の分析や主張はどのようなものであったかについて，先行研究のサーベイを十分おこな
い，自己の研究の立ち位置を常に意識しながら論文を完成した姿勢は高く評価できる．戦時期とい
う先行研究も限られ，また，女性労働者に焦点を当てた数少ない研究として意義をもつ．論文の内
容は，戦時労務動員を契機に労働科学研究所等の戦時労務管理研究が活発になったこと，女性労働
者の未婚・既婚別はもとより，収入をともなう稼得労働の必然性の度合，稼得労働と妊娠・出産・
育児との両立の困難性，産業報国会の女性指導者たちのもとめた女性労働者の労働環境改善が困難
であったこと等論文全体を通じて解明し，その研究史上の独創性を打ち出した点は高く評価できる． 
第 2 に，本論文の構成について評価する．第 1 章が，戦時期に至るまでの女性労働者像を，第 2
章と第 4 章が女性労働者の「多様性」を切り口にした分析，第 3 章と第 5 章が戦時労務動員に関係
する研究者と女性指導者の説を中心に明らかにするという立体構造をなしている．通史的には一見
わかりにくい構成となっているが，序章での課題設定と終章の総括を丁寧に読むと，論文の構造が
理解できる構成が工夫されている点は評価できる． 
第 3 に，研究手法，特に課題へのその適合性について若干評価を加える．本論文では，戦時期の
同時代資料（政府統計・文書を含む）とその復刻版，先行研究に位置づけられるべき個別研究を広
範囲に収集・分析している点は評価できる．しかし，「戦時労務管理」の実態や「女性労働者」の
実態を分析するためには，企業・事業所レベルの一次史料の利活用がほとんど見られないのは，残
念であった． 
しかし，第 4 に，資料的制約のなかでも，戦時期の女性労働者に関する実態調査結果や研究者・
実践家の記録資料を詳細に分析することによって，統計数値や政府の公式文書だけではつかみきれ
ない言説を通じた歴史的事実の再構成の可能性を大きく開いた点は高く評価できる．筆者自ら設定
した課題に対する結論は概ね妥当である． 
第 5 に，論文の執筆ルールに関しては，一部の誤記を除けば脚注，引用，参照の方法は学術論文
としてほぼ完成している．今後研究者として自立できる可能性を十分証明している． 
最後に，「稼得労働」の概念について，所得を得ることを主たる目的とした労働と筆者は捉えて
いるが，それをなぜ「賃労働」と規定しないのかが十分説明されていない．また，「多様性」「階
層性」がキー概念として全体を貫いているが，既婚・未婚，若年・中高年，雇用労働・自営業就業，
家計構造，同一世帯多就業といった諸概念との関連が明確にされることを今後に期待したい． 
 
以上の評価を総合し，審査委員一同は，本論文が博士（経済学）の学位を取得するにふさわしい
研究内容であると評価・判定した． 
